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政
府
は
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
、
十
分
配
慮
す
べ
き
で
あ
る
。

一

地
球
温
暖
化
対
策
の
た
め
の
税
の
導
入
に
当
た
っ
て
は
、
現
下
の
厳
し
い
電
力
需
給
の
状
況
や
電
力
価
格
を
中
心
と
し
た

エ
ネ
ル
ギ
ー
価
格
の
高
騰
が
我
が
国
経
済
・
産
業
に
も
た
ら
す
影
響
に
鑑
み
、
現
在
見
直
し
が
進
め
ら
れ
て
い
る
エ
ネ
ル
ギ

ー
基
本
計
画
の
検
討
結
果
を
踏
ま
え
、
産
業
面
に
過
度
な
負
担
と
な
ら
な
い
よ
う
、
地
球
温
暖
化
対
策
税
の
導
入
及
び
そ
の

後
の
税
率
引
上
げ
に
当
た
っ
て
は
、
そ
の
影
響
を
十
分
に
見
極
め
つ
つ
、
関
連
す
る
施
策
等
の
見
直
し
も
含
め
た
弾
力
的
な

対
応
に
配
慮
す
る
こ
と
。
ま
た
、
森
林
吸
収
源
対
策
を
含
め
た
地
球
温
暖
化
対
策
の
た
め
の
諸
施
策
の
推
進
に
も
配
慮
す
る

こ
と
。

一

東
日
本
大
震
災
に
よ
り
多
大
な
被
害
を
受
け
た
被
災
者
等
の
復
旧
・
復
興
を
加
速
す
る
観
点
か
ら
、
新
た
に
創
設
さ
れ
る

福
島
復
興
再
生
特
別
措
置
法
の
制
定
に
伴
う
措
置
を
含
め
た
東
日
本
大
震
災
に
係
る
税
制
上
の
特
例
措
置
に
つ
い
て
、
適
用

の
実
態
等
を
踏
ま
え
て
、
今
後
と
も
必
要
な
見
直
し
を
行
う
こ
と
。

一

申
告
件
数
の
増
加
、
滞
納
状
況
の
推
移
、
経
済
取
引
の
国
際
化
・
広
域
化
・
高
度
情
報
化
に
よ
る
調
査
・
徴
収
事
務
等
の

複
雑
化
に
加
え
、
国
税
通
則
法
の
改
正
に
伴
う
対
応
な
ど
事
務
量
の
増
大
に
鑑
み
、
適
正
か
つ
公
平
な
課
税
及
び
徴
収
の
実

現
を
図
り
、
歳
入
を
確
保
す
る
た
め
、
今
後
と
も
、
国
税
職
員
の
定
員
の
確
保
、
高
度
な
専
門
知
識
を
要
す
る
職
務
に
従
事

す
る
国
税
職
員
の
処
遇
の
改
善
、
機
構
の
充
実
及
び
職
場
環
境
の
整
備
に
特
段
の
努
力
を
払
う
こ
と
。

右
決
議
す
る
。


